
第１号様式（第５条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
福島県知事
住　　　　所
氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
福島県第二種免許取得等支援事業補助金交付申請書兼実績報告書
　年度福島県第二種免許取得等支援事業補助金について、福島県補助金等の交付等に関する規則第４条第１項の規定により、下記のとおり交付くださるよう申請します。

記
１　交付を受けようとする補助金の額
　　　　　　　　　　　　　　　円
２　事業の目的及び内容

３　本件責任者及び担当者
責任者氏名
担当者氏名
連絡先
注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。

交付申請書兼実績報告書内訳書（別記様式第１号）
（１）第二種免許取得支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	No.
	乗合バス事業者名
	氏　名
（免許取得者）
	事業者への
就職年月日
	第二種免許
取得年月日
	事業者負担額
（a）
	市町村負担額
(b)
	交付申請額
(c)=(b)×1/2

（上限：250千円）

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計（d）
	


   　 注　（c）の額は、千円未満の端数は切り捨てること。　　
（２）運転手確保支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	No.
	乗合バス事業者名
	氏　名
（就職支度金対象者）
	事業者への
就職年月日
	第二種免許
取得年月日
	事業者負担額
（e）
	市町村負担額
(f)
	交付申請額
(g)=(f)×1/2

（上限：250千円）

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計（i）
	


　　　注　（g）の額は、千円未満の端数は切り捨てること。　

	　　交付申請額　（　ｄ　＋　ｉ　）
	　　　　　　　　　　　　　　円


第２号様式（第８条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
福島県知事　

住　　　　所

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
福島県第二種免許取得等支援事業変更（中止・廃止）承認申請書

下記により　　年度福島県第二種免許取得等支援事業補助金の事業計画を変更（中止・廃止）したいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第６条第１項第１号〔第２号〕の規定により、承認してくださるよう申請します。

記
１　事業名
２　補助金の交付決定年月日及び番号
３　変更（中止・廃止）の理由
４　変更（中止・廃止）の内容
注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
第３号様式（第11条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
福島県知事
住　　　　所

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
福島県第二種免許取得等支援事業補助金交付請求書
年　　月　　日付け福島県指令　　第　　号で交付決定のあった　年度福島県第二種免許取得等支援事業補助金について、下記により金　　　　　円を交付してくださるよう請求します。
記
	事業費
	円

	交付決定額
（Ａ）
	円

	今回請求額
（Ｂ）
	円

	残額
（Ｃ）
	円


注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
第４号様式(第14条関係）
取得財産管理台帳
	区分
	財産名
	仕様
	数量
	単価
(円)
	取得金額

(円)
	
	取得
年月日
	処分制限期間
	施設箇所

又は

設置場所

又は

保管場所
	備　考

	
	
	
	
	
	
	うち補助

相当額

(円)
	補助率
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	耐用

年数
	処分制限

年月日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　区分については、取得した財産が不動産及びその従物の場合は「不動産」、５０万円以上の機械、器具、その他備品の場合は「備品」と記載してください。

２　財産名については、取得した財産の名称を記載してください。

３　仕様については、規格や機種、規模（大きさ、長さ）など特徴を記載してください。

４　数量については、同一規格であれば一括して記載して差し支えありませんが、単価が異なる場合には区別して記載してください。

５　うち補助相当額については、取得金額に事業終了時に確定した補助率（補助対象経費に占める補助金の割合）を乗じた金額を記載してください。

６　取得年月日については、工事等の完了確認をした年月日もしくは納入年月日を記載してください。

７　耐用年数については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数を記載してください。

８　処分制限年月日については、要綱第11条第１項に定める期間を記載してください。

９　当該財産の処分等にあたって補助金の返還を必要とする場合は、残存価格をもとに返還額を算定することとする。
第５号様式（第14条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
福島県知事
住　　　　所

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
取得財産処分承認申請書
　年度福島県第二種免許取得等支援事業補助金により取得した財産を下記により処分したいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第18条第１項の規定により、承認してくださるよう申請します。
記
１　財産名
２　取得金額　　　　　　　　　　　　円（　　　　　　　　　　　円）
３　取得年月日　　　年　　月　　日
４　処分の方法
５　処分の理由
６　処分予定価格（有償による処分の場合のみ）　　　　　　　　円

７　処分予定時期　　　年　　月　　日

８　残存価格　　　　　　　　　　　　円

注１　取得財産管理台帳、施設（設置）位置図、現況写真のほか、別に指示する資料を添付のこと。

２　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
様式第６号（第15条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
福島県知事
住　　　　所
氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書
年　　月　　日付け福島県指令　　第　　　　号で交付決定のあった　　年度福島県第二種免許取得等支援事業補助金について、当該補助金交付要綱第12条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記

消費税及び地方消費税仕入控除税額
　　　　　　　　　円

注１　記載した控除税額の根拠となる資料を添付すること。
２　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
